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文

南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

の一部を改正する条例制定について

　

上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第６項及び会議規則第１３条

第２項の規定により提出します。



南あわじ市条例第

　　

号

南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の－

部を改正する条例

南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（平成１７年南あ

わじ市条例第３２号） の 部を次のように改正する。

第５条第３項の表を次のように改める。

６箇月 ５箇月以上６箇

月未満

３箇月以上５箇

月未満

３箇月未満

１００分＼の２２５ １００分＼の１８０ １００分＼の１３５ １００分＼の ６７，５

附則に次の１項を加える。

　

（令和元年１２月に支給する期末手当に関する特例措置）

８

　

令和元年 １２月に支給する期末手当に関する第５条第３項の規定の適用に

ついては、 同項の表中 「１００分の２２５」・とあるのは
「１００分の２２７．５」 と、「１００

分の１８０」 とあるのは 「１００分の１８２」 と、 「１００分の１３５」 とあるのは
「１００

分の１３６．５」 と、 「１００分の６７．５」 とあるのは
「１００分の６８．２５」 とする。

　

附

　

則

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 この条例による改正後の南あわじ市議

会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定（次項において「改正

後の条例の規定」 という。） は、 令和元年１２月１日から適用する。

　

（期末手当の内払）

２

　

改正後の条例の規定を適用する場合においては、この条例による改正前の

南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の規定に基づい

て支給された期末手当は、 改正後の条例の規定による期末手当の内払とみな

す。



南あわじ市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表

現

　　　　　　

行 ィ

　　　　　　

改

　　

正

　　

案 備

　

考

第１条～第４条

　

略

　

（期末手当）

第５条

　

略

２

　

略

３

　

期末手当の額は、期末手当基礎額に、 その者の当該基準日以前６

　

箇月以内の期間における在職期間に応じ、 次の表に掲げる割合を乗

　

じて得た額とする。

岨 崖茎ぎ 糊獅

　

糊縞

　　　　　　　　　　　　　　

箇月 未満

第１条～第４条

　

略

　

（期末手当）

第５条

　

略

２

　

略

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、
３

　

期末手当の額は、期末手当基礎額に、その者の当該基準日以前６

　

箇月以内の期間における在職期間に応じ、 次の表に掲げる割合を乗

　

じて得た額とする。

．

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　

・

３箇月以上 ５ ３箇月未満 ６箇月 ５箇月以上６

箇月未満

３箇月以上５ ３箇月未満
箇月未満 箇月未満

１００分の２２２．５

　

１１００分のエ７８

　　

１００分の１３３．５

　

１００４１

４

　

略

　

附

　

則

１～７

　

略

１００分 の２２５ １００分＼の１８０ １００分 の１３５ １００分の６７．５

４

　

略

　

附

　

則

１～７

　

略

　

（令和元年１２月に支給する期末手当に関する特例措置）

８

　

令和元年１２月に支給する期末手当に関する第５条第３項の規定の

適用については、 同項の表中 「１００分の２２５１ とあるのは 「１００分の２２

７．５」 と、 「１００分の１８０」 とあるのは 「１００分の１８２１ と、 「１００分の１

３５１とあるのは 「１００分の１３６．５１と、 「１００分の６７．５」 とあるのは 「エ

００分 の６８．２５－

　

とする。



提出の理由

　

この条例の一部改正は、人事院勧告に伴い、期末勤勉手当を引き上げる改正

をする一般職及び特別職と同様に、議員についても期末手当の支給割合を改定

するため－所要の改正を行うものです。

　

その内容は、６月と１２月に支給される期末手当２．２２５月をどちらも２．

２５月とし、 期末手当を年間で０． ０５月引き上げる改正を行うものです。

　

なお、 附則でこの条例の施行日を公布の日とし、 改正後の条例の規定は、 令

和元年１２月１日から適用するものです。


